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57．平成３０年改正著作権法による「授業目的公衆送信補償金制度」の施行について（令和

２年４月 24日通知） 
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平成３０年改正著作権法による「授業目的公衆送信補償金制度」の施行について（通知） 

 

  教育の情報化を推進するための「著作権法の一部を改正する法律」（平成30年法律第30号。以下「平

成３０年改正著作権法」という。）の内容については，既に「教育の情報化等を推進するための著作権

法の改正について（通知）」（平成３０年１２月２８日付け３０文庁第７４２号）において連絡していま

したが，この度，新型コロナウイルス感染症の流行に伴う教育現場の状況等に鑑み，平成３０年改正著

作権法による「授業目的公衆送信補償金制度」を当初の予定を早めて令和２年４月２８日から施行する

とともに，令和２年度は特例的に補償金額を無償とすることなどが決まりました。これを受け，改め

て，教育関係者の方々に御留意いただきたい事項を下記のとおりまとめるとともに，この制度に関する

基礎的な資料やＱ＆Ａを作成しましたので，十分御了知くださるようお願いします。 

また，都道府県教育委員会におかれては所管の学校（専修学校・各種学校を含む。以下同じ。）及び

「授業目的公衆送信補償金制度」の早期施行について（新規） 
 遠隔授業等における著作物の円滑な利用を可能とする制度が４月２８日から施行されるため、制
度概要や留意事項等についてまとめましたので通知いたします。 
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社会教育施設その他の教育機関並びに域内の市町村教育委員会（指定都市教育委員会を除く。）に対し

て，指定都市教育委員会におかれては所管の学校及び社会教育施設その他の教育機関に対して，都道

府県知事及び構造改革特別区域法第12条第１項の認定を受けた地方公共団体の長におかれては所轄の

学校及び学校法人等に対して，国立大学長におかれてはその設置する附属学校に対して，厚生労働省

医政局及び社会・援護局におかれては所管の専修学校に対してもこの旨を周知くださるようお願いし

ます。 

 

記 

 

 第１ 平成３０年改正著作権法の趣旨及び早期施行に至る経緯等 
平成３０年改正著作権法の趣旨及びそれを早期施行するに至った経緯等は，以下のとおりであるこ

と。 
 

１．平成３０年改正著作権法の趣旨 

教育現場での著作物利用に関しては，従来から，対面授業のための著作物のコピー・配布や対面授
業の様子を遠隔地に同時中継する際の著作物の送信は，権利者の許諾なく行えることとなっていた
一方で，その他の「公衆送信」（インターネット送信等）については個別に権利者の許諾が必要とさ
れており，円滑に著作物が利用できない場合があるという課題が指摘されていた。 
このような課題を解決し，ＩＣＴを活用した教育の推進に資するよう，平成３０年改正著作権法に

より，学校の設置者が，文化庁の指定する権利者団体（以下「指定管理団体」という。）に一括して
補償金を支払うことで，個別の許諾を要することなく様々な著作物を円滑に利用することができる
制度（以下「授業目的公衆送信補償金制度」という。）を創設した。これにより，例えば，予習・復
習・自宅学習用の教材をメールで送信することや，リアルタイムでのオンライン指導やオンデマンド
の授業において，講義映像や教材をインターネットで児童生徒等に対して送信することなどが可能
となる。  

 
２．早期施行に至る経緯等 

平成３０年改正著作権法により創設された「授業目的公衆送信補償金制度」は，その公布から３年
以内（令和３年５月まで）に施行することとなっており，令和３年４月からの施行に向けて関係者間
で様々な調整が進められていたところ，今般，新型コロナウイルス感染症の流行が生じ，教育現場に
おいて，オンラインでの遠隔授業等のニーズが急速に高まって来た。 
これに対しては，現行法の下でも，文化庁からの要請に基づき，主要な権利者団体において無償で

の利用許諾を行うなど積極的な配慮が行われていたが，大学を中心に，より抜本的な対応として平成
３０年改正著作権法の早期施行を求める御意見を頂いたことから，文化庁では，指定管理団体とも相
談の上，当初の予定を早め，多くの大学等で本格的に遠隔授業等が開始される４月末（２８日）から
施行することとした。 
また，授業目的公衆送信補償金制度は，学校の設置者が指定管理団体に一括して補償金を支払うこ

とで個別の許諾なく著作物を利用できるようにするものであるが，今般の事態の緊急性・重要性等に
鑑みた指定管理団体の判断に基づき，令和２年度に限って特例的に補償金額を無償（０円）としてい
るため，令和２年度はこの制度の利用によって教育機関側に財政負担は生じない。 

第２ 平成３０年改正著作権法の概要（教育関係部分） 
 教育の情報化を推進するための権利制限規定の整備及び補償金請求権の付与（新法第35条及び第104条
の11関係） 

著作権法第35条（学校その他の教育機関における複製等に係る権利制限規定）において，新たに，
対面授業の様子を遠隔地に同時中継する場合以外の「公衆送信」（インターネット送信等）を広く対象
とするとともに，今回新たに権利制限の対象となる公衆送信については，学校の設置者が指定管理団
体に一括して補償金（以下「授業目的公衆送信補償金」という。）を支払う必要があることとしたこと。 

これにより，例えば，教師が他人の著作物を用いて作成した予習・復習・自宅学習用の教材を児童
生徒等にメール送信することや，リアルタイムでのオンライン指導やオンデマンドの授業等において，
講義映像や教材をインターネットで児童生徒等に対して送信することなどについて，学校の設置者が
指定管理団体に一括して授業目的公衆送信補償金を支払うことで個別の権利者の許諾なく行えるよう
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になる。 
ただし，「著作権者の利益を不当に害することとなる場合」にはこの制度が適用されない（許諾が必

要となる）こととなっているため，注意が必要であること。これに該当するか否かは，学校等の教育
機関でコピー・配信が行われることによって，現実に市販物の売れ行きが低下したり，将来における
著作物の潜在的販路を阻害するかという観点から判断されるのであり，典型的には，ドリルやワーク
ブックなど児童生徒等が購入することを想定して販売されている資料を，その購入等の代替となるよ
うな態様でコピー・配信するような場合が「著作権者の利益を不当に害することとなる場合」に該当
すること。 

 
指定管理団体の指定の基準（新法第 104条の 12関係） 

補償金関係業務の正当性・適正性等を確保する観点から，文化庁長官は，次に掲げる要件を備える
団体でなければ，指定管理団体の指定を行うことはできないこと。 
① 一般社団法人であること。 
② 著作物等に関し権利者の利益を代表すると認められる団体を構成員とすること。 
③ ②の団体が，営利を目的としない等の要件を備えるものであること。 
④ 補償金関係業務を的確に遂行するに足りる能力を有すること。 

  上記の要件を備える団体として，平成３１年２月１５日付で「一般社団法人授業目的公衆送信補償金
等管理協会」（SARTRAS：サートラス。以下「サートラス」という。）が文化庁長官によって指定された
こと。 

 
授業目的公衆送信補償金の額（新法第 104条の 13関係） 

授業目的公衆送信補償金の額の決定方法（新法第 104条の 13） 

授業目的公衆送信補償金の額は，指定管理団体が，あらかじめ，教育機関の設置者を代表すると
認められる団体から意見を聴いた上で設定し，文化審議会の諮問を経て文化庁長官が認可すること
とされていること。 

文化庁長官は，授業目的公衆送信補償金の額が，①新法第35第１項の規定の趣旨，②公衆送信に
係る通常の使用料の額，③その他の事情を考慮した適正な額であると認めるときでなければ，その
認可をしてはならないこととされていること。また，これをより具体化した基準として，『改正著作
権法第104条の13第１項の規定に基づく「授業目的公衆送信補償金」の額の認可に係る審査基準及び
標準処理期間』（平成30年11月14日文化庁著作権課）が策定されていること。 

令和２年度の補償金額については，令和２年４月２０日付けでサートラスから特例的に無償とす
る旨の申請があり，文化審議会における審議を経て，同月２４日付けで申請どおりの内容で文化庁
長官による認可が行われたこと。このため，令和２年度はこの制度の利用によって教育機関側に財
政負担は生じないこと。 
 

授業目的公衆送信補償金の額の認可の申請（新規則第 22 条の４） 

指定管理団体が文化庁長官に対して授業目的公衆送信補償金の額の設定又は変更の認可を受けよ
うするときは，次に掲げる事項を記載した申請書に参考となる書類を添付して提出しなければなら
ないこと。 
① 指定管理団体の名称及び住所並びに代表者の氏名 
② 設定又は変更の認可を受けようとする授業目的公衆送信補償金の額及びその算定の基礎とな

るべき事項 
③ 教育機関を設置する者の団体からの意見聴取の概要（当該団体の名称及び代表者の氏名，当該

意見聴取の年月日及び方法，当該団体から聴取した意見の内容並びに当該意見聴取の結果の授
業目的公衆送信補償金の額への反映状況を含む。） 

 
共通目的事業のための支出（新法第 104条の 15関係） 

授業目的公衆送信補償金については，学校等で利用される著作物の多様性や利用実態調査の精度等
から，実際に学校等において著作物の利用がなされたにも関わらず補償金の分配を受けられない権利
者が一定程度生じることが見込まれるところ，その権利者が得るべき利益に適切に配慮する観点から，
指定管理団体が徴収した補償金の一部（政令で規定）を権利者全体の利益となるような事業（以下「共
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通目的事業」という。）に支出することを義務付けること。 
 

共通目的事業のために支出すべき額の算出方法（新令第 57 条の 11） 

共通目的事業のために支出すべき額は，包括払い（著作物等の利用の実績に応じて支払う方法以
外の方法）により支払われた授業目的公衆送信補償金の総額に授業目的公衆送信による著作物等の
利用状況，授業目的公衆送信補償金の分配に係る事務に要する費用その他の事情を勘案して「文部
科学省令で定める割合」を乗じて算出するものすること。 

これを受け，著作権法施行規則の一部を改正する省令（令和２年文部科学省令第17号）による改
正後の著作権法施行規則において，文部科学省令で定める割合を「２割」としたこと。この割合は，
令和２年度に限って暫定的に定めたものであり，令和３年度以降については，教育現場における実
際の著作物等の利用状況等を精査した上で，改めて割合を決定すること。 
 

共通目的事業に関する学識経験者への意見聴取（新令第 57 条の 12） 

指定管理団体は，共通目的事業を実施しようとするときは，それが権利者全体の利益に資するも
のとなるよう，あらかじめ，その内容について学識経験者の意見を聴かなければならないこと。 
 

共通目的事業に関する監督上の命令（新法第 104条の 15第３項） 

文化庁長官は，共通目的事業の適正な運営を確保するため必要があると認めるときは，指定管理
団体に対し，監督上必要な命令をすることができること。 
 

授業目的公衆送信補償金制度の適正な運用を確保するための措置（新法第 104条の 14，第 104条の 16及

び第 104条の 17関係） 

補償金関係業務の執行に関する規程（新法第 104条の 14，新令第 57条の 10及び新規則第 22条の５） 

指定管理団体は，補償金関係業務を開始しようとするときは，次に掲げる事項を含む補償金関係
業務の執行に関する規程（以下「業務規程」という。）を定め，文化庁長官に届け出なければなら
ないこと（業務規程を変更しようとするときも同様）。 
① 授業目的公衆送信補償金の分配に関する事項（著作権者等の不明等の場合における分配の方

法等の詳細や，分配の決定の基礎となるべき事項を含む。） 
② 共通目的事業のための支出に関する事項 
③ 補償金関係業務に要する手数料に関する事項 
④ 文化庁長官の認可を受けた授業目的公衆送信補償金の額及びその算定の基礎となるべき事項

の公示に関する事項 

指定管理団体は，文化庁長官に対して業務規程を届け出るときは，次に掲げる事項を記載した
書類（変更の場合にあっては，変更の内容及び理由を記載した書類）を添付すべきこと。 
① 手数料の算定の基礎となるべき事項 
② 補償金関係業務を的確に遂行するための体制の整備に関する事項 
③ 共通目的事業の検討の状況，共通目的事業に関する学識経験者からの意見聴取の方法に関す

る事項 

 

その他（新法第 104条の 16及び第 104条の 17，新令第 57条の 13～第 57条の 15並びに新規則第 24条） 

補償金関係業務の適正な運営を確保するため，文化庁長官による指定管理団体の監督（報告徴収，
勧告，指定の取消し等）に関する規定をはじめ，指定管理団体及び補償金関係業務の実施に関し必
要な規定の整備を行うこと。 
 

 第３ 留意事項 
 
１．著作物の教育利用に関する関係者フォーラム 

（１）フォーラムの設立・開催 

平成３０年改正著作権法の制定を契機に，教育現場における著作物利用を適切かつ円滑に行うため
に必要となる次に掲げる事項について，教育関係者・権利者・有識者による継続的な議論を行うため
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の場として，平成３０年１１月２７日付で「著作物の教育利用に関する関係者フォーラム」（以下「フ
ォーラム」という。）が設立され，様々な事項について精力的に議論が進められていること。 
① 授業目的公衆送信補償金の在り方 

  ② 教育現場における著作権法に関する研修や普及啓発 
  ③ 著作権法第３５条の解釈に関する運用指針（ガイドライン）の整備 
  ④ 著作権法第３５条を補完するライセンス環境の整備・充実 
 
 （２）今後の運用方針のとりまとめ 

フォーラムにおいて，平成３０年改正著作権法の早期施行に際して，令和２年４月１６日付けで
『「授業目的公衆送信補償金制度」の今後の運用について』という文書が策定され，上記③の運用指
針（ガイドライン）の在り方を含め，令和２年度の緊急的かつ特例的な運用と，令和３年度以降の本
格的な運用に向けた対応が整理されていること。 
上記文書に記載されているとおり，①令和２年度に制度を利用する教育機関の設置者は，事前に（事

前が難しい場合は，利用開始後速やかに），サートラスに対し教育機関名の届出を頂くとともに，②
サートラスでは，教育機関に過度な負担がかからない範囲で著作物の利用実績を把握するため，サン
プル調査を行うことが予定されているため，御協力をお願いしたいこと。 
また，これらの取扱いについて，関係者や文化庁・文部科学省が協力しつつ，様々な機会を活用し

て教育現場に対する周知等を行っていくこと。 
 
２．令和３年度以降の補償金額の取扱い 

 令和２年度は，今般の事態の緊急性・重要性等に鑑みたサートラスの判断に基づき，特例的に補償金
額を無償（０円）としているが，授業目的公衆送信補償金制度は，学校等の設置者が指定管理団体に一
括して補償金を支払うことで個別の許諾なく著作物を利用できるようにするものであり，令和３年度
以降は，原則通り有償となること。 
 令和３年度以降の補償金額については，別途，本年夏頃までを目途に，サートラスから文化庁長官に
対する認可申請が行われることが想定されるところ，それに先立って，教育機関の設置者を代表すると
認められる団体からの意見聴取が行われることとなること。 

 

３．著作権に係る研修・普及啓発 

近年，インターネット上の著作権侵害による被害が深刻化しているところ，子供の頃から他人の創
作行為を尊重し，著作権等を保護するための知識と意識を醸成することが極めて重要となっているこ
と。また，平成３０年改正著作権法の施行を契機に，教育現場における著作権法第３５条の適正な運
用を図る観点から，著作物を利用する主体である教職員等が，著作権法に関する理解をより一層深め
る必要があること。 
このため，初等中等教育においては，学習指導要領に著作権を含む知的財産に関する内容が規定さ

れていることを踏まえ，引き続き，指導の充実を図るとともに，教職員に対して著作権等に係る理解
の促進を図ること。 
また，高等教育においては，自主的な取組により学生や教員等に対して著作権等に関する教育や研

修・普及啓発による理解の促進を図ること。  
その際，文化庁において，学校向けに児童・生徒が楽しみながら著作権等について学べる学習ソフ

トや学習教材，海賊版対策の普及啓発のためのポスターの提供や，教職員を対象とした講習会の開催
等を行っていることから，これらも十分に活用いただきたいこと。 
 

【添付資料】 
別添１ 教育の情報化を推進するための著作権法改正に関する基礎資料 
別添２ 平成30年著作権改正による「授業目的公衆送信補償金制度」に関するQ＆A（令和２年４月２４

日 文化庁著作権課） 
別添３ 「著作権法の一部を改正する法律」（平成30年法律第30号）（新旧対照表：教育関係部分） 
別添４ 「著作権法施行令の一部を改正する政令」（平成30年政令第360号）（新旧対照表：教育関係部

分） 
別添５ 「著作権法施行規則の一部を改正する省令」（平成 30年文部科学省令第 37号）（新旧対照表：
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教育関係部分） 
別添６ 「著作権法施行規則の一部を改正する省令」（令和２年文部科学省令第 17号）（新旧対照表：

共通目的事業関係部分）  
別添７ 「著作権法の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令」(令和２年政令第146号)（条

文） 
別添８ 「授業目的公衆送信補償金制度」の今後の運用方針について（令和２年４月１６日 著作物の

教育利用に関する関係者フォーラム） 
別添９ 「改正著作権法第３５条運用指針」（令和２年（2020）年度版）（令和２年４月１６日 著作

物の教育利用に関する関係者フォーラム） 
別添１０ 「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（令和２年４月２０日 閣議決定）（抜粋） 
別添１１ 「SAVE COPYRIGHT」（文化庁作成） 

 
【その他参考ウェブサイト（関係者フォーラム，著作権教育・普及啓発関係）】 
・「一般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理協会」のウェブサイト 

https://sartras.or.jp/ 
・「著作物の教育利用に関する関係者フォーラム」のウェブサイト 
 https://kyoiku-forum.sakura.ne.jp/ 
・文化庁が提供している著作権に関する教材，資料等（「はじめて学ぶ著作権」，「マンガでわかる著作物

の利用」等） 
http://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/seidokaisetsu/kyozai.html 

・「マンガやアニメの未来を守ろう」のポスターに係るウェブサイト 
http://www.coda-cj.jp/news/detail.php?id=162 

・「国内における著作権教育について（著作権保護・普及啓発ネットワーク・プラットフォーム）」のウェ
ブサイト 

 http://www.coda-cj.jp/org_new/education.php 
 

 

担当 文化庁著作権課企画審議係 

電話 03-5253-4111（内線2982） 
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58. 学習者用デジタル教科書に関する実践事例集・研修動画等について（周知）（令和５年

５月 25日事務連絡） 

 

 

 事 務 連 絡   

令 和 ５ 年 ５ 月 ２ ５ 日 

 

 教職課程を置く  

各国公私立大学長 御中 

 

 

           文部科学省初等中等教育局教科書課  

                        

 

 

学習者用デジタル教科書に関する実践事例集・研修動画等について（周知） 

 

 

 文部科学省では、中央教育審議会における議論を踏まえ、令和６年度からすべての小中学校等を対象

に、小学校５年生から中学校３年生に対して英語を導入し、その次に算数・数学の学習者用デジタル教科

書（以下デジタル教科書とする。）を学校現場の環境整備や活用状況等を踏まえながら段階的に提供する

こととしています。 

また、デジタル教科書への慣れや学習環境を豊かにする観点から当面の間は紙の教科書と併用しなが

らの活用となります。 

文部科学省では、デジタル教科書の活用促進のため、令和３年度「学習者用デジタル教科書の効果・影

響等に関する実証研究事業」において、デジタル教科書の実践事例集と研修動画を作成し、公表している

ところです。（令和５年５月末～６月上旬にホームページの内容更新予定） 

本事例集と研修動画は実際の授業場面での具体的な活用方法や実践事例などが掲載されています。教

員を志望する学生が、デジタル教科書を活用した授業研究や教育実習での授業実践に取り組めるよう、必

要に応じて本事例集と研修動画等の活用をお願いします。 

 なお、教員を志望する学生における学習者用デジタル教科書の活用については、令和６年度から小中学

校等へ段階的に導入される英語、次に導入される算数・数学に関しては、学生等が活用できるようになっ

ています。 

購入についてはホームページから個人単位で購入できるものと、大学等が購入希望者を取りまとめて

購入できるものがありますので、購入を希望する場合には、各教科書発行者のデジタル教科書のホームペ

ージ等をご確認ください。 

 

送付資料 

【 別 添 】 学 習 者 用 デ ジ タ ル 教 科 書 実 践 事 例 集 ・ 研 修 動 画 ご 案 内 （ リ ー フ レ ッ ト ） 

【担当】 

                                                           文部科学省初等中等教育局教科書課 

デジタル教科書企画係 

                                         電話 03（5253）4111 内線 5070 

Mail: digital@mext.go.jp 

 

mailto:digital@mext.go.jp
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59．教員養成に関係する各種計画等について 

○人権教育・啓発に関する基本計画（平成 14 年 3 月 15 日閣議決定（策定）、平成 23 年 4 月 1 日閣議

決定（変更）） 

第４章 人権教育・啓発の推進方策 

１ 人権一般の普遍的な視点からの取組 

(1)  人権教育 

  ア 学校教育 

第五に，養成・採用・研修を通じて学校教育の担い手である教職員の資質向上を図り，人権尊

重の理念について十分な認識を持ち，子どもへの愛情や教育への使命感，教科等の実践的な指導

力を持った人材を確保していく。その際，教職員自身が様々な体験を通じて視野を広げるような

機会の充実を図っていく。また，教職員自身が学校の場等において子どもの人権を侵害するよう

な行為を行うことは断じてあってはならず，そのような行為が行われることのないよう厳しい

指導・対応を行っていく。さらに，個に応じたきめ細かな指導が一層可能となるよう，教職員配

置の改善を進めていく。 

 

２ 各人権課題に対する取組 

(2) 子ども 

⑪ 教職員について，養成・採用・研修を通じ，人権尊重意識を高めるなど資質向上を図るととも

に，個に応じたきめ細かな指導が一層可能となるよう，教職員配置の改善を進めていく。教職員

による子どもの人権を侵害する行為が行われることのないよう厳しい指導・対応を行う。（文部

科学省） 

 

○人口減少時代の新しい地域づくりに向けた社会教育の振興方策について（答申）（平成 30年 12月中

央教育審議会） 

第２章「社会教育」を基盤とした，人づくり・つながりづくり・地域づくりに向けた具体的な方策 

２．多様な主体との連携・協働の推進 

（学校教育との連携・協働） 

○教師や教職課程の学生に対し，社会教育主事講習の受講や社会教育主事養成課程における科

目の履修，社会教育士の取得を推奨する。社会教育の専門的人材に求められるコーディネート

能力，ファシリテーション能力は，「社会に開かれた教育課程」を実現する上で教師にも必要

な能力であると考えられる。 

 

○義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する基本指針（平成 29年３月

文部科学省） 

４．その他教育機会の確保等に関する施策を総合的に推進するために必要な事項 

（３）人材の確保等 

不登校児童生徒に対する支援や夜間中学等に携わる教職員に対し，教育機会の確保等に関

する理解等を深めるための研修の充実を図るほか，教員の養成においても，これらの知識や理

解を深める取組を推進する。  

 

○オリンピック・パラリンピック教育の推進に向けて最終報告（平成 28年７月オリンピック・パラリ

ンピック教育に関する有識者会議） 

３．各機関におけるオリンピック・パラリンピック教育の推進のための方策 

（１）初等中等教育 

（教員養成・研修の取組） 

○ 学校教育は、その直接の担い手である教員によるところが大きいことから、教員養成や教員

研修において、オリンピックやパラリンピックへの理解を深める機会の充実を図ることが期

待される。特に、アンチ・ドーピングの取組については、フェアプレーの精神に反するだけで
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なく、健康被害も大きな問題であることなども含めて教員の知識・理解を深めることが重要で

ある。また、パラリンピックのみならず、デフリンピックやスペシャルオリンピックス等の国

際競技大会や、地域における活動も含めた障害者スポーツ全般の理解の促進を図ることは、互

いの個性や多様性を認め合える共生社会の形成に有用であるとともに、特別支援教育の推進

にもつながるものと考えられる。なお、多くの教員がオリンピック・パラリンピック教育に携

わることが期待されるが、児童生徒への指導力の向上等のための教員の自主的な研鑽の機会

として、公益財団法人日本体育協会や公益財団法人日本障がい者スポーツ協会が公認するス

ポーツ指導者の資格を教員が取得することも有効と考えられる。さらに、教員志望者が大学等

に在学中に行う教育実習においても、例えば、実習先の学校におけるオリンピック・パラリン

ピック教育に参画するなど、オリンピックやパラリンピックへの理解を深める機会の充実を

図ることが期待される。 

 

○日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針（令和２年６月

閣議決定） 

 第２章 日本語教育の推進の内容に関する事項 

１ 日本語教育の機会の拡充 

（１）国内における日本語教育の機会の拡充 

ア 外国人等である幼児，児童，生徒等に対する日本語教育系統的な日本語指導を実践するための

体制を整備するとともに，外国人児童生徒等の教育に携わる教員等の資質能力の向上を図るた

め，養成段階における取組を推進するほか，地方公共団体等が実施する研修の充実や，研修指導

者の養成等の支援を行う。(略) 

 

○消費者教育の推進に関する基本的な方針（平成 25年６月閣議決定（平成 30年３月変更）） 

Ⅲ 消費者教育の推進の内容に関する事項 

２ 消費者教育の人材（担い手）の育成・活用 

（１）小学校・中学校・高等学校・特別支援学校等における教職員 

学校の教職員には，消費者教育の推進役としての役割がある。改訂された学習指導要領を確

実に教育現場に反映させ，知識を得るのみではなく，日常生活の中でそれを実践することがで

きる重要な能力を育み，自ら考え自ら行動する自立した消費者を育成するためには，教職員の

指導力の向上を図ることが必要である。 

このため，教員養成課程や免許状更新講習の実施主体である大学等や，現職教員研修の実施

主体である教育委員会等においては，消費者教育の重要性を理解し，これらの講習等に消費者

教育に関する内容を積極的に取り入れることが求められる。 

 

○文化芸術推進基本計画（第１期）（平成 30年３月閣議決定） 

第４ 今後５年間に講ずべき文化芸術に関する基本的な施策 

１ 戦略１関連 

５ 戦略５関連 

○ 学校教育に携わる全ての教員が国語についての意識を高め，実際に生かしていくことがで

きるよう，学校の教員の養成及び研修において，必要な取組を進める。 

 

○第２次学校安全の推進に関する計画（平成 29年３月閣議決定） 

Ⅱ 今後の学校安全の推進の方向性 

２．施策目標 

（１）学校安全に関する組織的取組の推進 

施策目標４ 全ての教職員が，各種機会を通じて，各キャリアステージにおいて，必要に応

じた学校安全に関する研修等を受ける。 

Ⅲ 学校安全を推進するための方策 

１．学校安全に関する組織的取組の推進 
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（３）学校安全に関する教職員の研修及び教員養成の充実 

＜具体的な方策＞ 

○ 国は，指針（※校長及び教員としての資質の向上に関する指標の策定に関する指針）や

教職課程コアカリキュラムに学校安全に関する事項を盛り込むことを検討する。また，教

育委員会及び大学等は，指針等を踏まえ，上記の体制整備（※平成 28年の教育公務員特

例法の一部改正による体制整備）の中において学校安全に関する内容を適切に位置付け

るよう検討していく必要がある。また，これら地域における体制整備を通じて，教育委員

会と大学が連携を図ることにより，現職教職員の研修や教員養成課程において指導者と

なる人材の養成・確保を進めていくことも重要である。 

○ 教育委員会や学校は，教職員のキャリアステージに応じた研修や独立行政法人教員研

修センター（※現在は，独立行政法人教職員支援機構）における研修と連動した研修を充

実することが必要である。また，全ての教職員が学校安全に関する研修等を受けることが

できるよう，研修機会の充実を図るだけでなく，校務の見直しや負担軽減等により研修を

受けるための時間の確保に取り組むことも必要である。研修においては，外部機関の知見

も活用しつつ，学校が立地する地域の自然条件といった地域特性を踏まえた安全課題と

ともに，体育・運動部活動における事故防止のための適切な指導方法，食物アレルギーを

はじめとする健康課題や自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な使用を含む心肺蘇生に関

する適切な対応方法等に関する内容を扱うことが重要である。 

 

○ユニバーサルデザイン 2020行動計画（平成 29年２月ユニバーサルデザイン 2020関係閣僚会議） 

Ⅱ．「心のバリアフリー」 

２．具体的な取組 

１）学校教育における取組 

（具体的施策） 

②すべての教員等が「心のバリアフリー」を理解 

平成 29 年度までに，教員養成課程，教員研修，免許状更新講習における「心のバリア

フリー」の指導法や教員自身のコミュニケーションの在り方に関する内容等の充実のた

めの方策について結論を得て，2020年度（平成 32年度）までに実施する。 

 

○第３次犯罪被害者等基本計画（平成 28年４月閣議決定） 

Ⅴ 重点課題に係る具体的施策 

第２ 精神的・身体的被害の回復・防止への取組 

１ 保健医療サービス及び福祉サービスの提供（基本法第 14条関係） 

(16)被害少年等に対する学校におけるカウンセリング体制の充実等 

イ 文部科学省において，犯罪被害者等である児童生徒に対する心のケアについても，大学

の教職課程におけるカウンセリングに関する教育及び教員に対するカウンセリングに関

する研修内容に含めるなどその内容の充実を図るよう促す。 

 

○学校教育法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（平成 30年５月衆議院文部科学委員会） 

五 デジタル教科書を活用した授業の質を高める観点から，大学の教員養成課程や独立行政法人教

職員支援機構，各教育委員会における研修等を通じて，教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図ると

ともに，教員への過度な負担を回避するため，ＩＣＴ支援員の配置促進等，必要な環境整備に努

めること。 

（※同趣旨 参議院文教科学委員会附帯決議あり） 
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若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム 
（2018 年２月 20 日若年者への消費者教育の推進に関する４省庁関係局長連絡会議決定  

（改定：2021年３月 22日））（抜粋） 

 

２．実践的な消費者教育の取組の推進 

（１）高等学校等における消費者教育の推進 

④ 教員の養成・研修【消費者庁・文部科学省】 

・ 若年者の消費者教育分科会による、大学の教員養成課程、現職教員研修、教員免許更新講習等に

おける消費者教育に関する取組についての取りまとめ（平成30 年６月29 日）を受けた消費者教

育推進会議における審議（平成30 年７月９日開催）を踏まえ、別紙のとおり、教員による消費者

教育の指導力向上のための取組を推進する。 

 

 

（別紙）教員による消費者教育の指導力公助のための教職課程、免許状更新

講習及び教員研修に関する取組 
 

実践的な消費者教育の実施に向け、教員による消費者教育の指導力向上を図るため、教員の養成・研

修について、関係省庁（消費者庁、文部科学省、金融庁、法務省）等が連携し、以下の取組を推進す

る。 

 

１．教職課程における消費者教育の内容の充実 

・ 公民科及び家庭科の教職課程において、消費者教育に関する内容についての実践的な能力を生徒に

対して指導する力が身に付けられるよう、大学に対して促す。（文部科学省） 

 

・ 公民科及び家庭科における消費者に関する問題又は消費生活に関する事項について、教職課程で共

通的に修得すべき資質能力を示す参考指針の策定等の際に取扱いを検討する。（文部科学省） 

 

２．有機的に連携した継続的な体制の構築 

・ 教職課程における教員養成から現職教員に対する研修等まで有機的に連携した一貫した体制を構築

するため、大学と都道府県教育委員会等との間で協議する場として教員育成協議会の活用を、大学並

びに都道府県及び指定都市に対して促す。（文部科学省） 

 

・ 教員育成協議会に消費者教育について協議する分科会等を設け、地域の消費者行政担当部局を参画

させることの検討を促す。（消費者庁、文部科学省） 

 

・ 同協議会に参画する地域の消費者行政担当部局を支援するため、消費者教育の知見など必要な情報

を提供する。（消費者庁、独立行政法人国民生活センター） 
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60．令和５年度の薬害教育教材「薬害を学ぼう」の配布について（令和５年６月 16日事務連

絡） 

 

 

事 務 連 絡 

令和５年６月 16 日 

 
各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 指 導 事 務 主 管 課 

各 指 定 都 市 教 育 委 員 会 指 導 事 務 主 管 課 

各 市 区 町 村 教 育 委 員 会 指 導 事 務 主 管 課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 事 務 主 管 課

 御中 

附属高等学校（中等教育学校後期課程、特別支援学校高等部を含む）  

を置く各国立大学法人附属学校事務担当課 

構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた各地方

公 共 団 体 の 学 校 設 置 会 社 事 務 主 管 課 

 
厚生労働省医薬･生活衛生局総務課医薬品副作用被害対策室 

文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局 教 育 課 程 課 

 

令和５年度の薬害教育教材「薬害を学ぼう」の配布について 

 

 
日頃より厚生労働行政にご理解・ご協力いただき誠に有り難うございます。 

さて、令和５年３月 13 日付事務連絡（別添１）にて事前にお知らせしたとおり、薬害についての理

解を深め、薬害が起こらない社会の仕組みを考えるための資料を、本年も全国の各高等学校（中等教育学

校の後期課程及び特別支援学校の高等部を含む。以下同 

じ。）及び全国の各中学校（義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の中学

部を含む。以下同じ。）に対し、高等学校には高校１年生人数分程度、中学校には教材紹介のために各校

１部ずつ送付しました（別添２－１、２－２参照）。 

つきましては、本教材の積極的な活用に資するため、都道府県教育委員会におかれて は、所管の高

等学校・中学校及び各学校を設置する域内の市町村教育委員会に対し、指定都市教育委員会におかれて

は、所管の高等学校・中学校に対し、都道府県私立学校事務主管課及び構造改革特別区域法第 12 条第１

項の認定を受けた地方公共団体の学校設置会社事務主管課におかれては、所轄の高等学校・中学校及び学

校を設置する学校法人等に対 し、附属学校を置く国公立大学法人附属学校事務主管課におかれては、

附属の高等学校・中学校に対し、本教材の送付の趣旨について、改めて周知くださいますようお願いしま 

す。 

なお、本教材等については、授業で一律に取り上げる以外にも、学校として特に重点を置く事項に限

って一部を活用する、より学習を深めたい生徒向けの自学用教材として配布するなど、各学校において、

学校における働き方改革の観点も踏まえつつ、生徒や学校、地域の実態に応じて有益かつ可能な範囲で

活用いただくよう周知いただければ幸いです。 
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※本教材、視聴覚教材、指導の手引き、参考資料、活用事例、授業用素材等を厚生労働省のホームページ 

「 薬 害 を 学 ぼ う ― ど う す れ ば 防 げ る の か ？ な ぜ 起 こ っ た の か ― 」（ URL ：

http://www.mhlw.go.jp/bunya/ iyakuhin/yakugai/）に掲載しています。 

 ※また、独立行政法人医薬品医療機器総合機構（ＰＭＤＡ）において開設している「薬害の歴史展

示室」について、ＨＰ（ＵＲＬ：https://www.pmda.go.jp/about-pmda/exhibition-room/0001.html）

においてお知らせしており、授業用素材の一つとしてご活用いただくことが可能です。 

また、教材の改善等に資するよう、各高等学校の先生方に、教材の使用方法等に関する任意のアン

ケ ー ト に ご 協 力 い た だ き た い と 考 え て お り ま す （ ア ン ケ ー ト Ｕ Ｒ Ｌ ： https:// 

www.mhlw.go.jp/form/pub/mhlw01/202306_01yakugai）。当該アンケートは先生方のご意見を本教材に

反映させる重要な機会となっておりますので、ご協力くださいますようお願いします。 

 
さらに、薬害教育の普及に向けて、積極的に薬害に関する授業を実施いただき、薬害教育教材「薬害

に関する授業実践事例集」への掲載等を通じて、授業の成果を薬害教育のさらなる充実に活かすことに

ご協力いただける学校の募集を本年より再開することとしました。詳細は別添３に記載していますので、

各学校に対して、ご協力いただける場合には厚生労働省の担当者までご連絡いただきますよう周知をお

願いいたします。 

【厚労省のＨＰ】 【ＰＭＤＡのＨＰ】 【アンケート】 
 

 

 
もし教材の使用方法等にご意見等がありましたら、メール（fukutai01@mhlw.go.jp）または電話にて

随時ご連絡いただけますと幸いです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 
厚生労働省医薬･生活衛生局総務課医薬品副作用被害対策室 

荒木、林、柳沢、竹﨑 

電話 03－5253－1111（内線 2718、2719） 

 (夜間 03－3595－2400） 
FAX 03－3501－2052 

 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/iyakuhin/yakugai/
http://www.mhlw.go.jp/bunya/iyakuhin/yakugai/
https://www.pmda.go.jp/about-pmda/exhibition-room/0001.html
https://www.mhlw.go.jp/form/pub/mhlw01/202306_01yakugai
https://www.mhlw.go.jp/form/pub/mhlw01/202306_01yakugai
mailto:fukutai01@mhlw.go.jp
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事務連絡 

令 和 ５ 年 ３ 月 １３ 日 

都道府県教育委員会指導事務主管課 

各指定都市教育委員会指導事務主管課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 事 務 主 管 課  御中 

附属高等学校（中等教育学校後期課程、特別支援学校高等部を含む） 

を置く各国立大学法人附属学校事務担当課 

構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた 

各地方公共団体の学校設置会社事務主管課 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課医薬品副作用被害対策室 

文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局 教 育 課 程 課 

 

令和５年度の薬害教育教材「薬害を学ぼう」の配布予定について 

 

日頃より厚生労働行政にご理解・ご協力いただき誠に有り難うございます。 

厚生労働省医薬・生活衛生局は、医薬品等の安全確保や薬害の再発防止等を所管していますところ、

これからの社会を担う子どもたちに過去の薬害事件の教訓を伝えていくことも重要であると考えてお

り、文部科学省の協力を得て、薬害を学び再発を防止するための教育を推進してきています。 

具体的には、薬害を学ぶための教材「薬害を学ぼう」を作成し、これらの教材を活用した授業が広く

行われるよう、取組を進めてきました。平成 23 年度から令和３年度までは全国の中学校に送付してお

りましたが、平成 30 年に改訂した高等学校学習指導要領において新たに「公共」が必履修科目となり、

高等学校学習指導要領解説公民編において薬害問題に関する記載がなされたことを踏まえ、令和４年度

からは全国の高等学校等へ送付するとともに、全国の各中学校には教材紹介のために各校１部ずつ教材

等を送付しております。令和５年度も同様に、全国の各高等学校に高校１年生の人数分程度、全国の各

中学校に１部ずつ送付する予定です（令和５年度前半に送付予定）。 

本教材は、薬害についての理解を深め、薬害が起こらない社会の仕組みを考えるための教材として、

主に高等学校の公民科（公共、政治・経済）や中学校の社会科（公民的分野）において御活用いただく

ことを想定しております。 

 

つきましては、 

都道府県教育委員会におかれては、所管の高等学校・中学校等及び各学校を設置する域内の市町村教

育委員会に対し、指定都市教育委員会におかれては、所管の高等学校・中学校等に対し、都道府県私立

学校事務主管課及び構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体の学校設置会社事

務主管課におかれては、所轄の高等学校・中学校等及び学校を設置する学校法人等に対し、附属学校を

置く国公立大学法人附属学校事務主管課におかれては、附属の高等学校・中学校等に対し、令和５年度

の本教材送付について、周知くださいますようお願いします。各学校において、令和５年度の年間指導

計画等を策定いただくに当たりご参考としていただけるよう、よろしくお取り計らい願います。 

 

なお、厚生労働省ホームページ（http://www.mhlw.go.jp/bunya/iyakuhin/yakugai/）には、「薬害

を学ぼう」の視聴覚教材、教師用の指導の手引き、薬害に関する授業の実践事例集、授業用素材等を掲

別添１ 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/iyakuhin/yakugai/
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載しておりますので、令和５年度における中学３年生や高校１年生の年間指導計画等を策定する際の

御参考としていただき、教材の活用について積極的に御検討くださいますようお願いいたします。 

 

もし教材の使用方法等に御意見等ありましたら、メール（fukutai01@mhlw.go.jp）または電話にて随時

ご連絡いただけますと幸いです。 

 

令和５年度における本教材送付の際には、改めて同様に周知の御協力をお願いさせていただく予定で

す。 

 

 【厚労省 HP】 
 

 

  

 

担当 厚生労働省医薬･生活衛生局総務課医薬品

副作用被害対策室 荒木、鈴木、中村、竹﨑 

電話 03－5253－1111（内線 2718、2719） 

 (夜間 03－3595－2400） 

mailto:fukutai01@mhlw.go.jp
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事 務 連 絡 

令和５年６月 16 日 

 

各高等学校 御中 

 

厚生労働省医薬･生活衛生局総務課 

医 薬 品 副 作 用 被 害 対 策 室 

 

薬害教育教材「薬害を学ぼう」の配布について（令和５年度用） 

 

日頃より厚生労働行政にご理解・ご協力いただき誠に有り難うございます。 

厚生労働省医薬・生活衛生局は、医薬品等の安全確保や薬害の再発防止等を所管していますところ、これ

からの社会を担う子どもたちに過去の薬害事件の教訓を伝えていくことも重要であると考えており、文部

科学省の協力を得て、薬害を学び再発を防止するための教育を推進してきています。 

具体的には、薬害を学ぶための教材「薬害を学ぼう」を作成し、平成 23 年度から令和 ３年度までは

全国の中学校（義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の中学部を含む。）

に送付しておりましたが、令和４年度に高等学校学習指導要領（平成 30 年告示）において新たに「公

共」が必履修科目となり、高等学校学習指導要領解説公民編において薬害問題に関する記載がなされたこ

とを踏まえ、令和４年度からは全国の高等学校、中等教育学校後期課程及び特別支援学校高等部（以下

「高等学校等」という。）の１年生を対象に配布するとともに、各都道府県教育委員会指導事務主管課等

を通じて全国の高等学校等の関係機関に対して周知してきたところです。 

本教材は、薬害についての理解を深め、薬害が起こらない社会の仕組みを考えるための教材として、

主に公民科（公共、政治・経済）においてご活用いただくことを想定して おり、令和５年度も同様に、

全国の各高等学校等に高校１年生の人数分（注）を送付させていただきます。 
（注） 教材の配布部数については、生徒数に若干加えた数としていますが、不足が生じた場合には、次頁の担当宛てに

発送先及び必要な部数をご連絡いただきますようお願いいたします。 

※本教材、視聴覚教材、指導の手引き、参考資料、活用事例、授業用素材等を厚生労働省のホームページ 

「薬害を学 ぼう―どうすれば防げるのか？なぜ起こったのか―」（URL：http://www.mhlw.go.jp/bunya/ 

iyakuhin/yakugai/） に掲載していますので、併せてご参照ください。 

※また、独立行政法人医薬品医療機器総合機構（ＰＭＤＡ）において開設している「薬害の歴史展示室」について、ＨＰ

（ＵＲＬ：https://www.pmda.go.jp/about-pmda/exhibition-room/0001.html）においてお知らせしており、授業用素材の

一つとしてご活用いただくことが可能です。 

 

別添２－１ 

ＰＭＤＡ「薬害の歴史展示室」 

＜ＱＲコード＞ 

厚労省ＨＰ 

＜ＱＲコード＞ 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/iyakuhin/yakugai/
http://www.mhlw.go.jp/bunya/iyakuhin/yakugai/
https://www.pmda.go.jp/about-pmda/exhibition-room/0001.html
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また、教材の改善等に資するよう、各高等学校の先生方に、教材の使用方法等に関する任意のアンケートに

ご協力いただきたいと考えております。当該アンケートは先生方のご意見を本教材に反映させる重要な機会と

なっております。ご協力いただける場合には、お手数ですが令和５年９月 29 日(金)までに御回答くださいます

よう、ご協力よろしくお願いいたします。 

 

アンケートＵＲＬ： 

https://www.mhlw.go.jp/form/pub/mhlw01/202306_01yakugai 

 

 

 

さらに、薬害教育の普及に向けて、積極的に薬害に関する授業を実施いただき、薬害教育教材「薬害に関す

る授業実践事例集」への掲載等を通じて、授業の成果を薬害教育のさらなる充実に活かすことにご協力いただ

ける学校の募集を本年より再開することにしました。詳細は別添に記載していますので、ご協力いただける場

合には、厚生労働省の担当者までご連絡をお願いいたします。 

 

もし教材の使用方法等にご意見等がありましたら、メール（fukutai01@mhlw.go.jp）または電話にて随時ご

連絡いただけますと幸いです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

アンケート 

＜ＱＲコード＞ 

 
担 当 

厚生労働省医薬･生活衛生局総務課医薬品副作用被害対策室

荒木、林、柳沢、竹﨑 

電話 03－5253－1111（内線 2718、2719） (夜

間 03－3595－2400） 

FAX 03－3501－2052 

https://www.mhlw.go.jp/form/pub/mhlw01/202306_01yakugai
mailto:fukutai01@mhlw.go.jp
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御協力をお願いしたいこと 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課医薬品副作用被害対策室担当：荒木、
林、柳沢、竹﨑 

電話番号 03-3595-2400 FAX 03-3501-2052 

e-mail fukutai01@mhlw.go.jp 

 

 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課医薬品副作用被害対策室では、薬害教育教材「薬害を学ぼう」や、指導

の手引き等を作成・配布し、生徒が薬害について学ぶ機会の拡大に取り組んでいます。 

その取組においては、特に、本教材を実際にどのように使って授業を組み立て、実施していただくかについ

ての実践例をご紹介することが有意義であり、これまでも多くの中学校・高等学校に御協力いただいて「薬害

に関する授業実践事例集」を作成してまいりました。 

授業の成果を薬害教育のさらなる充実に活かすため、この「実践事例集」の作成に御協力いただける学校を

募集しています。積極的な応募をお待ちしております。 

応募していただくと、弊室において以下記載のような支援を行うことができます。 

また、ご負担にならない範囲で、「実践事例集」の作成に向けた御協力をお願いしたいと考えています。 

これまで、全国の中学校・高等学校で様々な科目において実施していただいておりますが、被害者の苦しみ

に対する共感、被害者の受けた偏見・差別と基本的人権の尊重など、様々な観点で生徒の理解が深まったとの

声をいただいています。 

薬害を学ぶ授業を通じて、生徒が課題を解決するために必要な思考力等をはぐくみ、主体的に学習に取り組

む態度を養うことにも役立つと考えられます。 

 

・教材の内容に御不明点等がある場合、必要なご説明等をいたします。弊室職員が直接学校に伺って事前打

合せをさせていただくこともできます。オンラインでの打合せも可能です。 

・薬害被害者の方に実際に授業等でお話しいただくことを御希望の場合は、弊室が実施に向けて調整いた

します。 

 

 

・授業当日は弊室職員等の方の見学をお認めください。 

・授業を受けた生徒の皆さん及び授業を実施した先生に、弊室で作成するアンケートに御回答いただくよ

うお願いします。 

※授業の様子やアンケート集計結果、先生の感想、授業計画については、厚生労働省において行政的

な活用をさせていただきます（個人が特定されないよう配慮して行います。） 
  

 ご応募いただける場合、また、関心をお持ちいただけた場合、是非、以下の担当までご連絡ください。 

  

「実践事例集」の作成に御協力いただける学校を募集しています！ 

別添２－１の別添 

授業実施、授業計画策定に向けた支援 

mailto:fukutai01@mhlw.go.jp
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事 務 連 絡 
令和５年６月 16 日 

各中学校 御中 
厚生労働省医薬･生活衛生局総務課 
医 薬 品 副 作 用 被 害 対 策 室 

薬害教育教材「薬害を学ぼう」の配布について（令和５年度用） 

日頃より厚生労働行政にご理解・ご協力いただき誠に有り難うございます。 
厚生労働省医薬・生活衛生局は、医薬品等の安全確保や薬害の再発防止等を所管していますところ、これ

からの社会を担う子どもたちに過去の薬害事件の教訓を伝えていくことも重要であると考えており、文部科
学省の協力を得て、薬害を学び再発を防止するための教育を推進してきています。 

具体的には、薬害を学ぶための教材「薬害を学ぼう」を作成し、平成 23 年度から令和 ３年度までは全国の
中学校（義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の中学部を含む。以下同じ。）に送
付しておりましたが、令和４年度に高等学校学習指導要領（平成 30 年告示）において新たに「公共」が必履修
科目となり、高等学校学習指導要領解説公民編において薬害問題に関する記載がなされたことを踏まえ、令和４
年度からは全国の高等学校、中等教育学校後期課程及び特別支援学校高等部（以下「高等学校等」という。）の１
年生を対象に配布することとし、全国の各中学校には教材紹介のために各校１部ずつ教材等を送付した上で、ご
希望の場合に必要部数をお送りすることとしています。 

本教材は、薬害についての理解を深め、薬害が起こらない社会の仕組みを考えるための教材として、主に社会
科（公民的分野）においてご活用いただくことを想定しており、 各中学校におかれましても、引き続き授業等
で積極的にご活用いただきたいと考えております。令和５年度も同様に、本教材についての御紹介のための資料
及び関係資料を同送いたしますので、追加の配布をご希望の場合は、下記担当宛てに発送先及び必要な部数をご
連絡いただきますようお願いいたします。（注） 

（注）教材の配布については、ご連絡いただいてから概ね１～２か月程度での発送となります（教材の在庫状況により

前後する可能性がございますので、お問い合わせください）。 

 
※なお、本教材、視聴覚教材、指導の手引き、参考資料、活用事例、授業用素材等を厚生労働省のホームページ「薬害

を 学 ぼ う ― ど う す れ ば 防 げ る の か ？ な ぜ 起 こ っ た の か ― 」（ Ｕ Ｒ Ｌ ： http://www.mhlw.go. 

jp/bunya/iyakuhin/yakugai/）に掲載していますので、併せてご参照ください。 

※また、独立行政法人医薬品医療機器総合機構（ＰＭＤＡ）において開設している「薬害の歴史展示室」について、

ＨＰ（ＵＲＬ：https://www.pmda.go.jp/about-pmda/exhibition-room/0001.html）においてお知らせしており、

授業用素材の一つとしてご活用いただくことが可能です。 

 

 

さらに、薬害教育の普及に向けて、積極的に薬害に関する授業を実施いただき、薬害教育教材「薬害に関
する授業実践事例集」への掲載等を通じて、授業の成果を薬害教育のさらなる充実に活かすことにご協力い
ただける学校の募集を本年より再開することにしました。詳細は別添に記載していますので、ご協力いただ
ける場合には、厚生労働省の担当者までご連絡をお願いいたします。 

 
もし教材の使用方法等にご意見等がありましたら、メール（fukutai01@mhlw.go.jp）または電話にて

随時ご連絡いただけますと幸いです。 
  

別添２－２ 

ＰＭＤＡ「薬害の歴史展示室」 

＜ＱＲコード＞ 

厚労省ＨＰ 

＜ＱＲコード＞ 

担 当 

厚生労働省医薬･生活衛生局総務課医薬品

副作用被害対策室 

荒木、林、柳沢、竹﨑 

電話 03－ 5253－

1111（内線 2718、

2719）  

(夜間 03－3595－

2400） 

FAX 03－3501－2052 

 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/iyakuhin/yakugai/
http://www.mhlw.go.jp/bunya/iyakuhin/yakugai/
https://www.pmda.go.jp/about-pmda/exhibition-room/0001.html
mailto:fukutai01@mhlw.go.jp
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お願いしたいこと 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課医薬品副作用被害対策室担当：荒木、

林、柳沢、竹﨑 

電話番号 03-3595-2400 FAX 03-3501-2052 

e-mail fukutai01@mhlw.go.jp 

 
 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課医薬品副作用被害対策室では、薬害教育教材「薬害を学ぼう」や、指

導の手引き等を作成・配布し、生徒が薬害について学ぶ機会の拡大に取り組んでいます。 

その取組においては、特に、本教材を実際にどのように使って授業を組み立て、実施していただくかにつ

いての実践例をご紹介することが有意義であり、これまでも多くの中学校・高等学校に御協力いただいて「薬

害に関する授業実践事例集」を作成してまいりました。授業の成果を薬害教育のさらなる充実に活かすため、

この「実践事例集」の作成に御協力いただける学校を募集しています。積極的な応募をお待ちしております。 

応募していただくと、弊室において以下記載のような支援を行うことができます。 

また、ご負担にならない範囲で、「実践事例集」の作成に向けた御協力をお願いしたいと考えています。 

これまで、全国の中学校・高等学校で様々な科目において実施していただいておりますが、被害者の苦し

みに対する共感、被害者の受けた偏見・差別と基本的人権の尊重など、様々な観点で生徒の理解が深まった

との声をいただいています。 

薬害を学ぶ授業を通じて、生徒が課題を解決するために必要な思考力等をはぐくみ、主体的に学習に取り

組む態度を養うことにも役立つものと考えられます。 

 

・教材の内容に御不明点等がある場合、必要なご説明等をいたします。弊室職員が直接学校に伺って事前

打合せをさせていただくことも可能です。オンラインでの打合せも可能です。 

・薬害被害者の方に実際に授業等でお話しいただくことを御希望の場合は、弊室が実施に向けて調整いた

します。 

 

・授業当日は弊室職員等の方の見学をお認めください。 

・授業を受けた生徒の皆さん及び授業を実施した先生に、弊室で作成するアンケートに御回答いただくよ

うお願いします。 

※授業の様子やアンケート集計結果、先生の感想、授業計画については、厚生労働省において行政

的な活用をさせていただきます（個人が特定されないよう配慮して行います。） 

ご応募いただける場合、また、関心をお持ちいただけた場合、是非、以下の担当までご連絡ください。 

 

 

 

 

 

別添２－２の別添 

「実践事例集」の作成に御協力いただける学校を募集しています！ 

授業実施、授業計画策定に向けた支援 

mailto:fukutai01@mhlw.go.jp
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御協力をお願いしたいこと 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課医薬品副作用被害対策室担当：荒木、

林、柳沢、竹﨑 

電話番号 03-3595-2400 FAX 03-3501-2052 

e-mail fukutai01@mhlw.go.jp 

 
 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課医薬品副作用被害対策室では、薬害教育教材「薬害を学ぼう」や、指

導の手引き等を作成・配布し、生徒が薬害について学ぶ機会の拡大に取り組んでいます。 

その取組においては、特に、本教材を実際にどのように使って授業を組み立て、実施していただくかにつ

いての実践例をご紹介することが有意義であり、これまでも多くの中学校・高等学校に御協力いただいて

「薬害に関する授業実践事例集」を作成してまいりました。授業の成果を薬害教育のさらなる充実に活かす

ため、この「実践事例集」の作成に御協力いただける学校を募集しています。積極的な応募をお待ちしてお

ります。 

応募していただくと、弊室において以下記載のような支援を行うことができます。 

また、ご負担にならない範囲で、「実践事例集」の作成に向けた御協力をお願いしたいと考えています。 

これまで、全国の中学校・高等学校で様々な科目において実施していただいておりますが、被害者の苦し

みに対する共感、被害者の受けた偏見・差別と基本的人権の尊重など、様々な観点で生徒の理解が深まった

との声をいただいています。 

薬害を学ぶ授業を通じて、生徒が課題を解決するために必要な思考力等をはぐくみ、主体的に学習に取り

組む態度を養うことにも役立つものと考えられます。 

・教材の内容に御不明点等がある場合、必要なご説明等をいたします。弊室職員が直接学校に伺って事前打合

せをさせていただくこともできます。オンラインでの打合せも可能です。 

・薬害被害者の方に実際に授業等でお話しいただくことを御希望の場合は、弊室が実施に向けて調整いた

します。 

 

・授業当日は弊室職員等の方の見学をお認めください。 

・授業を受けた生徒の皆さん及び授業を実施した先生に、弊室で作成するアンケートに御回答いただくよ

うお願いします。 

※授業の様子やアンケート集計結果、先生の感想、授業計画については、厚生労働省において行政

的な活用をさせていただきます（個人が特定されないよう配慮して行います。） 

ご応募いただける場合、また、関心をお持ちいただけた場合、是非、以下の担当までご連絡ください。 

 

別添３ 

「実践事例集」の作成に御協力いただける学校を募集しています！ 

授業実施、授業計画策定に向けた支援 

mailto:fukutai01@mhlw.go.jp
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61．B 型肝炎副読本「B 型肝炎いのちの教育」について（令和５年 10 月 31 日事務連絡） 

 

 

 

 

事 務 連 絡 

令和５年１０月３１日 

各都道府県教育委員会指導事務主管課  

各指定都市教育委員会指導事務主管課 御中 

文部科学省初等中等教育局教育課程課 

文部科学省初等中等教育局児童生徒課 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課 

 

副読本「Ｂ型肝炎 いのちの教育」について 

日ごろから集団予防接種によるＢ型肝炎ウイルス感染被害への理解の促進について、御理解、御協

力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

この度、別紙のとおり、厚生労働省から、集団予防接種による感染被害を含むＢ型肝炎に関する正

しい知識の普及を図ることを目的として令和２年度に作成した、副読本「Ｂ型肝炎 いのちの教育」

について、今年度も学校の先生方への普及を図る観点から、中学３年生を担当する教員の皆様と各教

育委員会に送付させていただく旨、連絡がありました。 

令和５年11 月27 日以降順次、当該副読本の見本（教師用及び生徒用）と別紙中の「Ｂ型肝炎 い

のちの教育 活用のお願い」を、厚生労働省から全国の各中学校等及び各都道府県・市町村教育委員

会に直接配布されますのでよろしくお願いいたします。また、各学校において、当該副読本（教師用

及び生徒用）の送付を希望される場合は、別紙中の申込書に必要事項を御記入の上、厚生労働省健

康・生活衛生局がん・疾病対策課Ｂ型肝炎訴訟対策室へお申し込み願います。 

併せて、全国Ｂ型肝炎訴訟原告団・弁護団が活動の一環として行っているＢ型肝炎ウイルス感染被

害者の講義（いわゆる「患者講義」）についてのお知らせもありました。患者講義の希望がある学校

に対して講師の派遣が行われていますので、派遣による患者講義を希望される場合は、別紙中の申込

書に必要事項を御記入の上、厚生労働省健康・生活衛生局がん・疾病対策課Ｂ型肝炎訴訟対策室へお

申し込み願います。 

 

貴課におかれては、このことを御了知いただくとともに、域内の市（指定都市を除く）町村教育委

員会、所管の中学校、義務教育学校（後期課程）、中等教育学校（前期課程）、特別支援学校（中学

部）に周知くださいますようお願いします。 

なお、当該副読本や患者講義に係る問合せについては、厚生労働省健康・生活衛生局がん・疾病対

策課Ｂ型肝炎訴訟対策室に直接お問い合わせください。 

 

＜副読本や患者講義に係る問合せ先＞ 

厚生労働省健康・生活衛生局がん・疾病対策課Ｂ型肝炎訴訟対策室 

電話 03-5253-1111（内線2101） 

副読本「Ｂ型肝炎 いのちの教育」について、以下のとおりお知らせします。 
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＜参考＞ 

・副読本「Ｂ型肝炎 いのちの教育」（生徒用） 

https://www.mhlw.go.jp/content/001159456.pdf 

・副読本「Ｂ型肝炎 いのちの教育」（教師用） 

https://www.mhlw.go.jp/content/001159455.pdf 

 

 

 

 

 

  

【本件連絡先】 

文部科学省初等中等教育局教育課程課 

ＴＥＬ：03-5253-4111（内線 2565） 

https://www.mhlw.go.jp/content/001159456.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001159455.pdf
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健 生 が 発 1 0 1 9  第 ２ 号 

令 和 ５ 年 1 0 月 1 9 日 

 

文部科学省初等中等教育局教育課程課長  

文部科学省初等中等教育局児童生徒課長    殿 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課長  

 

 

厚生労働省健康・生活衛生局がん・疾病対策課長 

（ 公 印 省 略 ）       

 

 

副読本「Ｂ型肝炎 いのちの教育」の活用について 

日ごろから集団予防接種によるＢ型肝炎ウイルス感染被害への理解の促進につい 

て、ご理解、ご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

厚生労働省では、集団予防接種による感染被害を含むＢ型肝炎に関する正しい知識の普及を図ること

を目的として、令和２年度に全国Ｂ型肝炎訴訟原告団・弁護団のご協力のもと、副読本「Ｂ型肝炎 

いのちの教育」を作成いたしました。 

学校の先生方への普及を図る観点から中学３年生を担当する全教員及び、各教育委員会に、別添の

副読本及び「Ｂ型肝炎 いのちの教育ご活用のお願い」を令和５年11 月27 日以降順次送付させてい

ただきます。 

つきましては、これら関係機関において、教員への配付が円滑に行われるようご配慮願います。 

なお、生徒分の送付については、各学校から当課Ｂ型肝炎訴訟対策室宛に申し込みをしていただく

必要がございます。各学校において、生徒分の送付を希望される場合、別添の申込書をご活用いただ

きますようご周知願います。 

また、全国Ｂ型肝炎訴訟原告団・弁護団が活動の一環として行っているＢ型肝炎ウイルス感染被害

者の講義（いわゆる「患者講義」）について、希望がある学校に対する派遣を実施しています。 

患者講義の派遣を希望される場合も、別添の申込書をご活用いただきますようご周知願います。 

 

  

別紙 

（問い合わせ先） 

厚生労働省健康・生活衛生局がん・疾病対策課 

Ｂ型肝炎訴訟対策室 担当者：田中・守田 

電 話：03-5253-1111（内 2101） 

F A X：03-3595-2169 
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62．臓器移植に関するパンフレット「いのちの贈りもの」について 
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63．参考情報 

１．教職課程に直接関係するもの 
  

  

(1) これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について ～学び合い、

高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて～（答申）（平成 27 年 12

月 21 日） 

 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo

0/toushin/1365665.htm 

  

(2) 教員需要の減少期における教員養成・研修機能の強化に向けて―国立教

員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する有識者会議報告書

―（平成 29 年８月 29 日） 

 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou

/077/gaiyou/1394996.htm 

 

(3) 特別支援学校教諭免許状コアカリキュラム（令和４年７月 27 日）  https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou

/173/mext_00001.html 

２．学習指導内容に関するもの 
  

 

(1) 学校教育法施行規則の一部を改正する省令の制定並びに幼稚園教育要領

の全部を改正する告示，小学校学習指導要領の全部を改正する告示及び

中学校学習指導要領の全部を改正する告示等の公示について（通知） 

 https://www.mext.go.jp/content/1384661_1_1.pdf 

 
(2) 小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校等における児童生徒の学習

評価及び指導要録の改善等について（通知） 

 https://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/1415169.h

tm 

 
(3) 高等学校学習指導要領の全部を改正する告示等の公示について（通知）  https://www.mext.go.jp/content/1384661_1_2_1_1.pdf  

  
(4) 学習指導要領「生きる力」平成 29･30･31 年改訂 学習指導要領（本文、

解説） 

 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-

cs/1384661.htm 

  
(5) 学習指導要領「生きる力」平成 29･30･31 年改訂 学習指導要領 関連資

料（答申・通知等） 

 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-

cs/1384662.htm 

  
(6) 新学習指導要領に対応した小学校外国語教育新教材について（平成 30 年

９月 26 日） 

 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou

/123/houkoku/1382162.htm 

  

(7) 「指導と評価の一体化」のための学習評価に関する参考資料（小学校編・

中学校編・高等学校編） 

 https://www.nier.go.jp/kaihatsu/shidousiryou.html 

  
(8) StuDX Style（スタディーエックス スタイル）  https://www.mext.go.jp/studxstyle/ 

 
(9) 子どもの学び応援サイト～学習支援ポータルサイト～  https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/gakusyushien/

index_00001.htm 

３．学校教育での取組に関するもの 
  

  

(1) 「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能性

を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～（答申）（令和３

年１月 26 日） 

 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo

3/079/sonota/1412985_00002.htm 

  

(2) 新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のため

の学校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申）（平成

31 年１月 25 日） 

 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo

3/079/sonota/1412985.htm 

  
(3) 第４次食育推進基本計画（令和３年 3 月 31 日）  https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/hyoji/210331

_35.html 

  
(4) 持続可能な開発のための教育（ ESD:Education for Sustainable 

Development）（日本ユネスコ国内委員会ホームページ） 

 https://www.mext.go.jp/unesco/004/1339957.htm 

  
(5) 持続可能な開発のための教育(ESD）推進の手引（平成 28 年３月、令和３

年５月改訂） 

 https://www.mext.go.jp/content/20210528-

mxt_koktou01-100014715_1.pdf 

  
(6) 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推

進に関する基本的な方針（平成 30 年６月 26 日） 

 https://www.env.go.jp/press/105645.html 

  
(7) 消費者教育の推進に関する基本的な方針（平成 25 年 6 月 28 日閣議決定、

平成 30 年 3 月 20 日変更、令和５年３月 28 日変更） 

 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_edu

cation/consumer_education/basic_policy/ 

  
(8) 今後の青少年の体験活動の推進について（答申）（平成 25 年１月 21 日）  https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo

0/toushin/1330230.htm 

  
(9) 第 3 次学校安全の推進に関する計画  https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1419593_

00001.htm 

  
(10) 「生きる力」をはぐくむ学校での安全教育  https://anzenkyouiku.mext.go.jp/mextshiryou/data/s

eikatsu03_h31.pdf 

  

(11) 「東日本大震災を受けた防災教育・防災管理等に関する有識者会議」最

終報告（平成 24 年７月 25 日） 

 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/sports

/012/toushin/__icsFiles/afieldfile/2012/07/31/1324

017_01.pdf 
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(12) パンフレット「これからの学校と地域 コミュニティ・スクールと地域

学校協働活動」 

 https://manabi-

mirai.mext.go.jp/upload/korekaranogakkoutotiiki_pa

mphlet2020.pdf 

 
(13) コミュニティ・スクールの在り方等に関する検討会議 最終まとめ（令和

４年３月 14 日） 

 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou

/163/toushin/mext_00001.html 

  
(14) 学校と地域でつくる学びの未来  https://manabi-mirai.mext.go.jp/ 

  
(15) 「新たな教師の学びの姿」の実現に向けて  https://www.mext.go.jp/a_menu/14167461.htm 

 

  

(16) 教員研修について  https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kenshu/index.

htm 

 

  
(17) 校長・教職員 学習情報ポータル  https://www.mext.go.jp/a_menu/suishin/detail/index

_00001.html 

 
 (18) 新たな教師の学びのための検索システム（教職員支援機構 HP 内）  https://kensaku.nits.go.jp/ 

 

 
(19) 新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議 報告（令和３

年 1 月） 

 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou

/154/mext_00644.html 

 
    

４．幼児児童生徒への対応に関するもの 

   

 

(1) 発達障害を含む障害のある幼児児童生徒に対する教育支援体制整備ガイ

ドライン～発達障害等の可能性の段階から，教育的ニーズに気付き，支

え，つなぐために～（平成 29 年３月） 

 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/1383

809.htm 

 

 
(2) 児童虐待への対応に関する施策（文部科学省ホームページ）  https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1

302913.htm 

 
(3) いじめの問題に対する施策（文部科学省ホームページ）  https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1

302904.htm 

 
(4) 不登校児童生徒への支援に関する施策（文部科学省ホームページ）  https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1

302905.htm 

 
(5) 性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等について

（平成 27 年４月 30 日） 

 https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/27/04/1357468

.htm 

 
(6) 性同一性障害や性的指向・性自認に係る、児童生徒に対するきめ細かな

対応等の実施について（教職員向け） 

 https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/28/04/1369211

.htm 

 
(7) （独）教職員支援機構校内研修シリーズＮｏ８７ 

学校で配慮と支援が必要な LGBTｓの子どもたち 

 https://www.nits.go.jp/materials/intramural/087.ht

ml 

 
 (8) ヤングケアラーへの支援に関する施策について（文部科学省ホームペー

ジ） 

 https://www.mext.go.jp/content/20210521-

mxt_jidou02-000015177_b.pdf 

 
 (9) 生徒指導提要（改訂版） 

 

 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1

404008_00001.htm 

 
 (10) 人権教育の指導方法等の在り方について［第三次とりまとめ］補足資料

（令和４年３月） 

 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou

/128/report_00002.htm 

 
 (11) ハンセン病に関する教育の更なる推進について（令和４年７月）  https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/jinken/sankos

iryo/1322245_004.htm 

 
 (12) こどもの貧困対策（こども家庭庁）  https://www.cfa.go.jp/policies/kodomonohinkon/ 

 

 
(13) 外国人児童生徒等の教育の充実について（報告）（令和２年３月）  https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou

/151/mext_00255.html 

 
(14) 高等学校における日本語指導の制度化及び充実方策について（報告）（令

和３年９月） 

 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou

/166/toushin/mext_00001.html 

 
(15) 外国人児童生徒受入れの手引き  https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/002/

1304668.htm 

 
(16) 外国人児童生徒教育研修マニュアル  https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003/

1345412.htm 

 
(17) 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム  https://mo-mo-pro.com/ 

 
(18) 学校教育におけるＪＳＬカリキュラム（小学校編、中学校編）  https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003/

001.htm 

 
(19) 外国人児童生徒のための JSL 対話型アセスメントＤＬＡ  https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003/

1345413.htm 

 
(20) かすたねっと 

※帰国・外国人児童生徒教育のための情報検索サイト" 

 https://casta-net.mext.go.jp/ 
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https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003/1345413.htm
https://casta-net.mext.go.jp/
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(21) 外国人児童生徒等教育に関する動画コンテンツについて  https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003_

00004.htm 

 
(22) 文部科学省×学校安全  https://anzenkyouiku.mext.go.jp/ 

 
(23) 教職員のための学校安全 e-ラーニング   https://anzenkyouiku.mext.go.jp/learning/index.htm

l 

 
(24) 性犯罪・性暴力対策の強化について（文部科学省ホームページ）  https://www.mext.go.jp/a_menu/danjo/anzen/index.ht

ml 

 
(25) 生命（いのち）の安全教育（文部科学省ホームページ）  https://www.mext.go.jp/a_menu/danjo/anzen/index2.h

tml 

 
(26) 障害のある子供の教育支援の手引～子供たち一人一人の教育的ニーズを

踏まえた学びの充実に向けて～ 

 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/mate

rial/1340250_00001.htm 

 
(27) 特別支援教育を担う教師の養成の在り方等に関する検討会議報告  https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou

/173/mext_00031.html 

 
(28) 肝炎総合対策の推進（ポスター・リーフレットなど）  https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-

kansenshou09/poster.html 

     

５．その他関連する施策、計画や指針など 

   

 
(1) 初等教育資料  https://www.mext.go.jp/b_menu/shuppan/shotou/index

.htm 

 
(2) 中等教育資料  https://www.mext.go.jp/b_menu/shuppan/chutou_index

/index.htm 

 
(3) 特別支援学校教員の特別支援学校教諭等免許保有状況関連  https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/1343

899.htm 

 
(4) スポーツ庁・障害者スポーツ施策に係るページ  https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatet

op06/1371877.htm 

 
(5) ユニバーサルデザイン 2020 関係閣僚会議   http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tokyo2020_suishin

_honbu/ud2020kkkaigi/index.html 

 
(6) 学校における教育活動と著作権（令和３年度改訂版）  https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/seidoka

isetsu/pdf/92916001_01.pdf 

 
(7) 一般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理協会（ＳＡＲＴＲＡＳ）の

ホームページ 

 https://sartras.or.jp/ 

 
 (8) コミュニティ・スクールを核とした地域とともにある学校づくりの一層

の推進に向けて（平成 27 年３月） 

 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou

/103/houkoku/1356133.htm 

 
(9) 性犯罪・性暴力対策の更なる強化の方針（令和５年３月 30 日 性犯罪・

性暴力対策強化のための関係府省会） 

 https://www.gender.go.jp/policy/no_violence/seibou

ryoku/pdf/kyouka_02.pdf 

 
(10) 児童生徒等に対し性暴力等を行った教員への厳正な対応について  https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoin/mext_00

001.html 

 
 (11) 第５次男女共同参画基本計画（令和２年 12 月 25 日閣議決定）  https://www.gender.go.jp/about_danjo/basic_plans/5

th/pdf/print.pdf 

 
(12) サイバーセキュリティ 2022（令和４年６月 17 日）  https://www.nisc.go.jp/pdf/policy/kihon-

s/cs2022.pdf 

 

(13) 犯罪被害者等基本計画  https://www.npa.go.jp/hanzaihigai/keikaku/kihon_ke

ikaku.html 

 

 
(14) 日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基

本的な方針（令和２年６月 23 日） 

 https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunka_gyosei/shoka

n_horei/other/suishin_houritsu/index.html 

 
(15) 公用文等における日本人の姓名のローマ字表記について（関係府省庁申

合せ）（令和元年 10 月 25 日） 

 https://www.kantei.go.jp/jp/singi/seimei_romaji/pd

f/moshiawase.pdf 

 
(16) 分かり合うための言語コミュニケーション（報告）（平成 30 年３月２日）  https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/kok

ugo/hokoku/wakariau/pdf/r1403493_01.pdf 

 
(17) 常用漢字表の字体・字形に関する指針（報告）（平成 28 年２月 29 日）  https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/kok

ugo/hokoku/pdf/92550601_01.pdf 

 
(18) 敬語の指針（答申）（平成 19 年２月２日）  https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/kok

ugo/hokoku/pdf/keigo_tosin.pdf 

 
(19) 我が国における「持続可能な開発のための教育（ESD）」に関する実施計

画（第２期 ESD 国内実施計画）（令和３年５月 31 日） 

 https://www.mext.go.jp/content/20210528-

mxt_koktou01-000015385_2.pdf 

 
(20) 文部科学省国際バカロレア教育推進コンソーシアム  https://ibconsortium.mext.go.jp/ 

 
(21) 子どもの体力向上（子供の運動遊び応援サイト等）  https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatet

op03/1371874.htm 
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(22) 体力・運動能力調査（結果報告書等）    https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/toukei/chousa

04/tairyoku/kekka/1368159.htm 

 

(23) 特定分野に特異な才能のある児童生徒に対する学校における指導・支援

の在り方等に関する有識者会議審議のまとめ～多様性を認め合う個別最

適な学びと協働的な学びの 一体的な充実の一環として～ 

 https://www.mext.go.jp/content/20220928-

mxt_kyoiku02_000016594_01.pdf 

 
  (24) 特異な才能のある児童生徒に対する指導・支援に関する取組事例のポイ

ント 

 https://www.mext.go.jp/content/20221020-

mxt_kyoiku02_000016594_001.pdf 

 
  (25) 今後の生涯学習・社会教育の振興方策について（令和５年３月８日）  https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo

2/toushin/1330378_00002.htm 

 
  (26) 社会教育人材の養成及び活躍促進の在り方について（中間的まとめ）  https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo

2/013/toushin/mext_01537.html 

 
  (27) 大学設置基準等における教育課程等に係る特例制度について  https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/daigaku/04052

801/index_00001.htm 

 
    

※関係機関のホームページ等にて情報が更新されている可能性がございますので、適宜御確認ください。  

https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/toukei/chousa04/tairyoku/kekka/1368159.htm
https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/toukei/chousa04/tairyoku/kekka/1368159.htm
https://www.mext.go.jp/content/20220928-mxt_kyoiku02_000016594_01.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20220928-mxt_kyoiku02_000016594_01.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20221020-mxt_kyoiku02_000016594_001.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20221020-mxt_kyoiku02_000016594_001.pdf
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo2/toushin/1330378_00002.htm
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https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo2/013/toushin/mext_01537.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/daigaku/04052801/index_00001.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/daigaku/04052801/index_00001.htm
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64．学習指導要領に定める各教科等に関係する教材や資料集等について 

 

 文部科学省ホームページにある「各教科等に関係する教材や資料集等のウェブサイトについて」

（https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/1394142.htm）に、各教科等に関係する、例えば、

以下の教育内容に関する教材や資料集等のアドレスを掲載しております。各教育内容を指導する際の

参考として御利用ください。 

 

・海洋に関する教育 

・金融に関する教育 

・STEAM 教育等の教科等横断的な学習 

・心のバリアフリーに関する教育 

・社会保障に関する教育 

・主権者教育 

・消費者教育 

・臓器移植に関する教育 

・租税・財政に関する教育 

・地理に関する教育 

・農業に関する教育 

・ハンセン病に関する教育 

・法に関する教育 

・放射線に関する教育 

・マイナンバーに関する教育 

・水循環に関する教育 

・薬害に関する教育 

・拉致問題に関する教育 

・領土に関する教育 

・ワークルールに関する教育 

・学校における動物飼育について 

・エネルギーに関する教育 

・その他の基礎資料 

 

 



 

 

 

 

 

 

 
 

総合教育政策局教育人材政策課 

〒100-8959 東京都千代田区霞が関３－２－２ 

TEL：03-5253-4111 

E-MAIL: kyo-men@mext.go.jp 
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